
 公共下水道事業 投資財政計画シミュレーション（補足説明） 
 

×Ａ-0：大赤字 ×Ｂ-0：大赤字 

△Ａ-1：黒 字 ○Ｂ-1：黒 字 

×Ａ-2：赤 字 ×Ｂ-2：利益０ 

１  投資案（Ａ案・Ｂ案）検討の経緯について（資料Ｐ7）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 内部留保資金について  

（１）公営企業会計制度を踏まえた内部留保資金について 
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                 料         
                                      

計画部門 

Ａ案 

事業部門 

 

Ａ案は、職員を最低 4人増

員しないとできない。この

人材不足の時代にこの案は 

厳しい。請け負う業者の 

側もできないだろう。 

Ａ案 

・減価償却費など 

※現金支出を伴わな

い 

・下水道使用料 

・雨水処理負担金 

・負担金・補助金 

など 

 

※現金収入を伴う 

 

 

 

 

 

 

 

収益的収入支出 

収益 

・職員給与費 

・維持管理負担金 

・支払利息 

など 

 

※現金支出を伴う 

費用 

純利益     

内部留保資金 

資本的収入支出 

・企業債 

・国庫補助金 

・負担金・補助金 

など 

 

※現金収入あり 

・建設改良費 

・企業債償還金 

など 

 

※現金支出あり 

収入 支出 

資本的収支 

不足額 補填 

財務部門 

 

Ａ案は、急に投資額を増

額する案だから、使用料

を 40％改定しても純利

益が十分に出ない。 

厳しい案だな。 

✖A-0案(改定なし) 

△Ａ-1案(改定 40％) 

✖Ａ-2案(改定 30％) 

 

Ｂ案は、徐々に投資額

が増えていく案だから、

Ａ案に比べると純利益に

少し余裕が生まれ、現実

味があるな。 

ハイペース型 

企画部門 

✖Ａ-0案(改定なし) 

△Ａ-1案(改定 40％) 

✖Ａ-2案(改定 30％) 

✖Ｂ-0案(改定なし) 

○Ｂ-1案(改定 40％) 

✖Ｂ-2案(改定 30％) 

 

事業部門、財務部門の検

討の結果、Ｂ－１を採用する

ことが適当なので、経営審議

会でこの検討の経緯も含め

て承認をいただこう。 

Ｂ案 

段階型 

Ａ案 

ハイペース型 

✖Ｂ-0案(改定なし) 

○Ｂ-1案(改定 40％) 

✖Ｂ-2案(改定 30％) 

計 
事 

財 

企 

＜過去 3 年＞ 

Ｒ5：約 20.1 億円 

Ｒ4：約 21.4 億円 

Ｒ3：約 23.4 億円 

提供 

※資料とは、第 3 回審議会資料 1-4 を指します。 

【条件】 

２５億円以上 

が絶対に必要 

な水準 

(資料Ｐ8) 

企業債残高 

【条件】 

将来の人口減少 

を踏まえ、維持 

又は減少させる 

(資料Ｐ9) 

純利益 

【条件】 

使用料改定に 

より 3.25 億円 

程度の純利益 

を出す 

(資料Ｐ10～12) 

全 6案で 25億円以上確保(大前提) 

×Ａ-0：増加 ×Ｂ-0：増加 

◎Ａ-1：減少 ◎Ｂ-1：減少 

○Ａ-2：維持 ○Ｂ-2：維持 

Ａ-0：投資Ａ【改定なし】  Ｂ-0：投資Ｂ【改定なし】 

Ａ-1：投資Ａ【40％改定】 Ｂ-1：投資Ｂ【40％改定】 

Ａ-2：投資Ａ【30％改定】 Ｂ-2：投資Ｂ【30％改定】 

 

Ｂ案は、徐々に業

務を増やす方法

だから現実味が

ある。 

Ｂ案 

段階型 

 投資案を２案作った。どちらも上下水

道ビジョンの目標は達成できるが、実

施のペース配分が異なる。各部門で検

討してほしい。 

Ｂ案 

Ｂ案 

Ａ案 

※資料Ｐ18 

資料２－３ 



 公共下水道事業 投資財政計画シミュレーション（補足説明） 
 

（ ）内部留保資金（災害分）について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●災害復旧事業費について 

 東日本大震災 事例 参考としました  

災害復旧事 費 財源：国庫補助金 一般会計繰出金    で 100％充当   

⇒ 内部留保 金 使 せずとも事 ができ 仕組  なって た  

 ⇒ 資本的収支不足額への補填財源と ての上積み 不 と考えま た。 

ただし 当該財源  べて事後的 収入され も であり 一旦 支払う必 があ た

め 支払 財源として 見込む必 がありま   

  見込む金額として  東日本大震災 際 北関東地方 某中核市 災害復旧事 費が約

８  だったこと   こ 額 参考 しました なお 福島県内 都市 災害復旧事 

費 参考  べきとも考えましたが 過 な災害復旧事 費 見込むと 確保 べき内部

留保 金が増大し 使 料    押し上げ  因となりま  で ８  としました  

上記 料 な で見込んで  支払 財源（図右側 過去 3年間） 約 16   これ

  災害復旧事 費分 支払 財源 8   更 見込んだとしても計 24  であり 最

低  額 25億円に 達  いことから、内部留保資金の最低  額 25億円 問題 い

と考えたもの す。 

    

 

 

 

 

 

 

 

３   語解説  

 
             提        
 内部留保資金 計画      水 の 保 （   度      億円）

  後      大 考え と 最低  億円 必 であ と考え  

 内部留保資金を最  す    と てシミュレーションす 。

資本的収支不足額
への補填財源

最低  額

  億円

 

 過去  本的収支  額  
  ：約      
  ：約      
  ：約      

  当り 大支出額  過去 年間  

  ：約      
  ：約      
  ：約      

  た  的  資本的収支不足額への補填財源 だが 
 一方で   の  資金（支 いの財源） として 側 もあ  

内部留保 金 保    的

25億円 

過去 3年 

約 23億円 過去 3年 

約 16億円 

災害分 

8億円 

資本的収支不足額 支払い財源 

 語 解説

収 的収支

地方公営   経営活動 伴  年 内 発生が見込まれ  べて 収 とそれ 対

応   べて 支出 

○収 的収入…下水道使 料 受取 息　等

○収 的支出…県 支払う汚水処理費（流域下水道  管理負担金） 支払 息  

 償却費　等

   
収 的収支  生じた  （収 的収入  収 的支出 控除した額）地方公営  

      補填財源として建設 良費や   償還金 使 され  

 金支出 伴わな 費 

  償却費等が該当   施設 設備等 新  取得したり 築等 行った際 経費

   本的支出 より支出され 固  産経理され  固  産  耐 年数 わ

たって  償却費として収 的支出 計上され ため  金支出 伴わな 費 とな

  

  償却費
時間 経過 よって 下  施設 設備等 経済的 値        会計年 ごと 

見積もって費 として計上  も  

 本的収支
施設 設備等 建設 良  それ 係    償還金等 支出と そ 財源とな 収

入 

   地方公営  が行う建設 良等     金 充て ため 起こ 地方  

国庫補助金 国  都道府県 市町村 対して交付され 補助金 

建設 良費 施設 設備等 新 取得や 築等    経費 

   償還金    等 借入金 係 返済元金 

 本的収支  額  本的収入 額が 本的支出 額     額 

内部留保 金
  償却費等  金支出 伴わな 費 や収 的収支 おけ    よって   内

 留保され  金 こと 

雨水処理負担金 雨水公費 汚水私費 原則 より 雨水処理    経費 対  一般会計繰出金 

負担金 補助金

本市で  一般会計   繰出金 うち 国が示した基準 より繰入れて  も  

 他会計 負担金 それ以外 独自 基準で繰入れて  も   他会計 補助金として受

け入れて   

※資料Ｐ8 

両方の側面から捉

えて 25 億円以上

としました。 


